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一　はじめに〜合格体験をベースに
　2012年12月において今年の司法試験の合格者の状況をもとに，今後の司法試験合
格に向けての準備と受験生の勉強に役に立つよう，今村研究室の主催で司法試験の
現状と課題について，合格者の体験を踏まえて考えるシンポジウムを開催する予定
である。今村研究室の室長である家永先生からそのコーディネーターを私が依頼さ
れ，昨年に現在法科大学院の副院長の良永和隆教授を中心として行われた前回のシ
ンポジウムに引き続き，さらに今年は司法試験制度の在り方が社会的にも注目され，
見直しの機運も盛んになっていることから，新しい趣旨も加えて司法試験制度のシ
ンポジウムを開催することになった。今村研究室では従来から法律相談等といった
広く司法試験のために有用な法律家を育成する活動が行われてきており，本シンポ
ジウムもその重要な活動の一環である。
　そこで，本来はそのシンポジウムの様子を報告すべきところではあるが，室報を
発行する日時と原稿の締め切りの都合上，この原稿執筆時点においてはまだシンポ
ジウムは開催されていないため，その概要について室員に紹介していきたい。今年
度の司法試験の合格者の状況をタイムリーに知って頂くためである。シンポジウム
の対象は，これから法科大学院への進学を希望する法学部の学生と，実際に司法試
験の合格を目指して日々勉強している法科大学院の現役の院生になる。合格者の体
験をベースにして普段の学力を充実させることにより，司法試験に合格するための
ヒントをつかんで欲しい。
　なお，本年度はマスコミ等で法科大学院を経ない「予備試験の合格者」が随分と
大きく取り上げられた。とはいえ，現在のところ予備試験はあくまでも補足的な位
置づけであり，ほとんどの合格者は法科大学院の卒業生である。予備試験の存在を
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あまりにも過大評価するのはミスリーディングであろう。
二　2012年司法試験における専修大学の合格状況
　１．上位の合格者数
　まず2012年度の司法試験における専修大学の法科大学院の合格状況について見る
と，専修大学法科大学院の卒業生のうち105名が司法試験を受験した。そして，短
答式試験の合格者はそのうち60名であり，相当数に上った。次いで，短答式試験に
論文式試験を加えた最終合格者は，12名であった。合格者数順の大学別順位は全国
で74校のうちで29位であり，私立大学のなかでは16位に位置している。
　これに対し，昨年度は118名の受験者のうち短答式試験の合格者が76名であり，
最終合格者は17名であった。本年度はそれに比べると残念ながら短答式試験・論文
式試験ともに合格者が減少したが，継続的に10名から20名前後の合格者を毎年輩出
しているロースクールはそれほど多くなく，10名に届かないところが多いという状
況において，専修の法科大学院は上位校の一角に食い込んでいるときわめて高く実
績を評価することができる。どちらかと言えばわが国では，実績が悪いときは必要
以上に低く見られ，良いときはそれくらいは当然であるとしてあまり評価されない
向きもないわけではない。
　しかし，実際に高い成果を上げている点は率直に評価すべきなのではないかと思
われる。これは受験生自身の努力はもちろんであるが，それをサポートする教員や
本法科大学院の懸命な支援体制が他の法科大学院を大きく上回っていることによる
ものと考えられる。もとよりさらに上を目指してきており，欲を言えばきりがないも
のの，20名以上の合格者を安定的に確保したいところではある。過去のデータを見
ると，図表で示されているように，平成20年には20名の合格者の水準に達している。
　２．来年度以降の展望
　このうち短答式試験の合格者が60名に上ったことは，昨年度の76名よりは減少し
たものの，本学卒業者の合格者数が例年通りかなり多数であったことが注目される。
短答式試験は第１のハードルであり，それをクリアーしている受験者が相当数存在
するということは今後最終合格者が増えるのではないかとの期待も大きい。したが
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って，最終合格者については昨年度よりは若干減少したものの，論文式試験の対策
が進めば今後の状況によっては大きく増えることもありえるとの見方もある。
　さらに，このように来年度の合格者の増加が期待されるのは，具体的に２つの理
由がある。第１に，合格が有力視される相当数の専修大学の法科大学院の卒業生が
今年は受け控えていることである。そして，第２に，もう少しのところで合格を逃
した卒業生もかなりおり，来年度の合格が期待されるためである。
　なお，最終的な合格率という点から見ると，11.43％であった。この数字も高い
ほど良いことはもちろんであるものの，やはり目標としては20％を目指したいと
ころである。図表で見るように，当初は20％を安定的にキープしていたが，ここ
数年は下がってきており，挽回を目指している。
三　法科大学院への進学と既修・未修の区分
　１．未修コース志望者の増加傾向
　現在のところ司法試験を受験し，合格するための主要なルートが法科大学院であ
る。そこでは，まず既修と未修の区分があり，その選択が重要になる。既修は２年
図表：最終合格者数と合格率（受験者数）の推移
初年度①平成18年→９名（17.65％）：短答式合格者は37名
　　　　│　　　　└→合格者数順位は74校中で，25位
　　　②平成19年→19名（25.00％）：短答式合格者は57名
　　　　│　　　　└→合格者数順位は74校中で，24位
　　　③平成20年→20名（22.73％）：短答式合格者は73名
　　　　│　　　　└→合格者数順位は74校中で，26位
　　　④平成21年→17名（20.48％）：短答式合格者は54名
　　　　│　　　　└→合格者数順位は74校中で，30位
　　　⑤平成22年→19名（19.59％）：短答式合格者は73名
　　　　│　　　　└→合格者数順位は74校中で，25位
　　　⑥平成23年→17名（14.41％）：短答式合格者は76名
　　　　│　　　　└→合格者数順位は74校中で，27位
　　　⑦平成24年→12名（11.43％）：短答式合格者は60名
　　　　│　　　　└→合格者数順位は74校中で，29位
　※ 詳しくは本法科大学院の入学ガイドを参照。
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で学ぶコース，未修は３年で学ぶコースである。それぞれで試験内容に違いがある。
　いずれを選ぶかは主に，各自の学習の進捗状況による。従来は早く合格したいと
の希望から既修者を第１志望にする受験者が多かった。しかし，最近の傾向として
は，ある程度実力を持った学生であっても，じっくり３年間で実力を付けてから卒
業し，合格を目指したいという受験生も若干増える傾向もある。しかも，未修者の
ほとんどは法学部の卒業生が占めている。法学部を卒業しているのに未修者コース
を選択するのは一見おかしく，矛盾しているようではある。
　その一方で，確実に段階を踏んで自己の学力を充実させたうえで，合格力を身に
付けるという観点からは，未修者コースの選択は，むしろ望ましいことのようにも
思われる。法科大学院制度が発足した当初のロー・スクール構想においても，未修
者である３年コースが原則であると考えられ，実際に未修コースを原則とする大手
の法科大学院もあったことにも沿っている。
　２．入学定員に占める比重の変化
　こうした既修コースから未修コースへの重点の推移という一部の受験生の意識の
変化を受けて，専修大学の法科大学院においても定員数の比率に変化が見られる。
その総定員数のなかで未修者の占める比率が，徐々に増やされてきているところな
のである。
　また，卒業後の全体の合格比率に占める未修者の比率についても，年々アップし
てきている。とはいえ，未修者の合格率は既修者の合格率よりもまだ低いため，現
在，2012年度の入学ガイドで述べられているように，未修コースを卒業した合格者
をさらに増やすことを目指して，積極的にカリキュラムや授業内容の見直しが進め
られており，今後の未修者の合格者数の増加が期待されている。
四　法科大学院における学習
　法科大学院における学習においては，法律家として必要な知識の習得が基本的な
目標となり，そのうえで，司法試験の合格を目指すことになる。まずは授業で着実
に実力を養っていく。法科大学院の成績と司法試験の合格率が絶対的ではないが，
ある程度リンクしていることが実証されてきている。もとよりその卒業が受験資格
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を得るために，必須条件であることももちろんである。
　法科大学院に入学後においては日々何時間くらい学習に充てているのかが，気に
なるところである。専修では個室に近いキャレルとそのすぐ下にある図書館の充実
が好評であり，気分転換も図りながら，効率的な学習を可能にしている。毎朝早い
時間から夜遅くまで，学習している院生も多い。かけた時間の長さはもとより，重
要なポイントを意識した効率的な学習による質の向上も必須になる。
　そのなかで，授業の学習に当たっては，前後の予習と復習，レポートの作成等が
欠かせない。授業の成績は卒業のための前提になるため，その真摯な取組みが求め
られる。それに加えて，個人の学習時間においては，授業以外にも司法試験の受験
に向けた準備にも取り掛かる必要がある。
　さらに，その学習においてひとつのポイントは，司法試験受験の際における選択
科目の決定である。当然のことながら，なるべく早めに十分な準備をしておく方が
有利であるため，労働法や倒産法，租税法等といった様々な科目のうちどの科目を
選択するかは合格者の意見等も大いに参考にして考えておく必要がある。次に述べ
るように，選択科目の軽視は落ちる原則のひとつにも数えられている。
五　実際の司法試験に向けた準備と受け控え
　１．具体的な学習メソッド
　⑴　過去問の活用
　実際に司法試験に臨むためには，法科大学院の学習を基礎として，いくつかの準
備が欠かせない。いくら多くの時間をかけたとしても，明確な目標や効率性を意識
しないまま受け身の姿勢でただ漫然とテキスト等を眺めているだけでは，司法試験
に合格するための十分な学力を身に付けるのは難しい。学習に際しては，いくつか
のポイントないし心構えが必要なのである。
　それは第１に，公表されている新司法試験・司法試験のこれまでの過去の問題の
分析と演習である。何の試験においても，過去の傾向をつかむことは合格するため
には必須になるであろう。合格者も当然，短答式・論文式のそれぞれの過去問を繰
り返し解いている。よく落ちる３原則として，「①過去問軽視・②短答軽視・③選
択科目軽視」が挙げられるのもそうした点を示している。過去問も１回ではなく，
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２回か３回は繰り返すことも重要である。
　特に論文式試験の過去問は何回か書いてみるうちに，最初は気付かなかった重要
な箇所を発見することや，出題の趣旨・意図にハッと気づくことがあると言われる。
ただ，いきなり論文を書くのはイメージがわかない，書き方がわからないという場
合もありうる。そうした場合，各誌に掲載されている上位答案等の具体例を参考に
すると，基本的なモデルとしてイメージはつかめるものと思われる。
　短答式試験についても最終的には，制限時間内に解答することが求められる。そ
のため，最初は自分のペースで行っても良いが，そのうち時間制限をして解いてい
かなければ本番に間に合わない。よく指摘されることであるが，司法試験が法曹実
務家の適性を試す試験である以上，限られた時間内で処理することも大切なためで
ある。
　⑵　テキストの選択
　第２に，基本的なテキストを科目ごとに１冊から数冊を定めて，六法の重要条文
の意義や関連する判例・学説等の把握をすることである。テキストを熟読すること
によって，そうした事項について深い理解を得て，いわゆる穴がなくなるか，ある
いは少なくなっていく。
　もっとも，テキストと一言で言っても，よく見ると，「初心者向けのテキスト，
中級者向けのテキスト，上級者向けのテキスト」，といったものがあり，どのテキ
ストが良いかは一概に言えず，人によっても評価が異なるため，合格者の意見も聞
きつつ，自分にあったものを選択することになる。実務家向けの実践的なテキスト
も増えつつある。
　⑶　論文演習
　第３に，論文式試験の対策として，論文演習を行うことである。スタンダードな
演習本がいくつか出版されており，それらを活用することが早道である。受験雑誌
に掲載された論文問題を利用することも有用である。実際に自分で答案を書いてみ
ないと，学習の質がアップしない。
　さらに，できれば友人や先生といった第三者に書いた答案を見てもらうことも客
観的な視点で自己の答案を見ることができるため，実力アップにとっての助けにな
る。論文演習にかける時間が足りない場合は，答案構成を頭の中で組み立てるだけ
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でも良いトレーニングになる。
　⑷　新しい論点への対応
　第４に，最新判例や議論の多い学説等について，法学教室やジュリスト等の法学
雑誌でなるべくフォロー・アップしていくことである。実際の試験問題のうち最新
の論点が占める割合は多いとは言えないものの，毎年のように試験の一部に盛り込
まれており，司法試験の出題者にも最新の論点に目を向けさせようという，意図が
見えることはよく知られているためである。
　これに関し，出題者である試験委員の意図を知るためには，法務省のホームペー
ジで公表されている「①出題の趣旨・②ヒアリング・③採点雑感」の３点セットに
習熟することが，受験生にとっては不可欠とも言われる。一生懸命答案を作成して
も，出題者の意図とかけ離れていては学力の充実や高得点は望めない。
　２．受け控えについて
　実際の司法試験の受験に当たって，「受け控え」をどう考えるかは，ひとつの問
題である。もとより病気や家庭の事情等で受け控えざるをえない場合は仕方がない
が，そうでなければ，なるべく法科大学院の卒業後早い段階で司法試験を受験した
方が，望ましいことではある。司法試験で出題される内容は基本的には法科大学院
で学習したこととマッチしているため，法科大学院で得た知識が頭にフレッシュに
残っているうちに受験した方が，実力が発揮できるためである。受験を伸ばしたか
らといって実力が必ずしも伸びるとは限らない。かえってせっかく学んだ知識も時
間が経つと忘れてしまうこともある。
　とはいえ，受験回数が制限されていることも考慮に入れなければならない。法科
大学院での自己の学習レベルが不足するケースもないとは言えない。受験すること
自体が良い経験とは言えても，客観的に合格が著しく困難な状況で受験することは
回数制限制度から見て得策とは言い難い。もとより実力があったとしても，合格と
いう結果を出すことに絶対的な自信が持てない場合が多いのはほとんど受験生皆に
共通であり，ここで言うのはあくまでも客観的に見てかなり合格が困難と見られる
場合である。
　そこで，自己の実力を模試等の結果から冷静に自己判断して受け控えざるを得な
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い場合があることは事実である。もっとも，実際に試験直前時期に受け控えるかど
うかを決めることは，かなり難しい判断になる。自分の現状を受験者全体のレベル
から客観的に判断することが，最終的に主な判断要素になる。
六　合格後の進路
　2012年における本学の入学ガイドで強調されているように，今のところ専修大学
法科大学院出身の（新）司法試験合格者の就職率は100％である。合格者の就職難
が社会的に問題になっているなか，これは本学独自の入学者にとっての素晴らしい
メリットであると言うことができる。合格者自身の努力はもちろんであるが，それ
を支える法科大学院の教員や先輩等といった関係者の懸命の努力による貴重な成果
と思われる。
　合格者のほとんどは弁護士となっているため，その就職先の多くは各地の弁護士
事務所，法テラス等である。そして，最近では企業内で活躍の場を見いだす合格者
も徐々に増えている。なかには合格後，さらに大学院の博士課程に進学し，専門分
野における研究者を目指す者もいる。
　一方，司法試験の受験から方向を転換した卒業生の進路も気になるところであろ
う。一般企業に就職する方が多いが，裁判所事務官や市役所等といった公務員にな
る方も一定数見られる。最初の本学における法科大学院卒業生の１人はその後さら
に他の大学院の博士課程に進学し，研究者として現在第一線で素晴らしい活躍をし
ている方もいる。
七　結びに代えて〜合格者の声の重要性
　以上のように，司法試験に合格するためには，段階的で計画的かつ適切な準備が
必要になる。受験科目の習得は一朝一夕にはいかない。しかし，着実に実力をつけ
ていくことで，卒業後短期間で合格することも夢ではない。現実に本年度も法科大
学院を卒業後すぐに合格した方が４名もおり，そのうち未修者も１人いた。戦後長
い間，大学卒業後に長期間の浪人期間を経て合格して弁護士等になるのが普通とい
った状況は今のところ，法科大学院制度といった司法制度改革によって大きく改善
されていると言える。また，裁判員制度の導入等といった司法制度の改革も相俟っ
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て，課題は少なくないものの，訴訟の実効的な活用も充実してきており，それを支
えるための法曹人口の拡大も一定程度図られてきている。
　もとよりそうした改革の問題点も多く指摘されているところではあり，実際に継
続的に改善策が検討されているところではある。しかし，前述したような種々の司
法試験制度等の改革が社会にもたらす良い点や，受験志願者にとってのメリットに
も目を向けることも必要なのではないかと思われる。
　いずれにしても，司法試験に合格するため法科大学院に進学し，実力を蓄えて，
合格に至るまでには様々な過程があり，それぞれが適切な準備と判断をしなければ
ならない。そのために，こうした合格者の体験を生かし，より効果的に学力の向上
を目指すためのシンポジウムが今後も継続的に開かれていくことには，広く社会的
に重要な意義があるものと思われる。そうした貴重なシンポジウムの開催に伴う，
今村法律研究室の室長や事務局の方等の関係者の大きな努力に心から感謝したい。
